
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政評価シートの見方について（平成 17 年度版） 

 

 

①「№」は、今回の事務事業番号「予算コード」 

は、決算書の予算コードの番号（下 5桁）と同一 

② <事業名>は、決算書の事務事業名と同一の名称 

③ <担当課>は、当該事業の所管課の名称 

④ <法定性>は、法定受託事業・法令根拠事業・市 

独自事業の３区分で事業の法的な位置付け 

⑤ <根拠法令等>は、根拠となる法令等の名称 

⑥ <事業類型>は、運営事業・施設管理事業の区分 

⑦ <執行方法>は、直営、一部委託、全部委託、補 

助・負担、市民・NPO との協働、その他の区分に 

より、事業執行方法を示す。 

⑧ <対象>は、事業の対象者を示す。 

⑨ <事業の内容>は、事業内容について記載し、複数の事業がある場合は区分して記載 

⑩ <事業の目的>は、事業の目的・意図を記載 

⑪ <従事人員>は、活動指標（内容によっては、成果指標）に正規職員、嘱託職員、臨時職員それぞれがどれだけ

の人工数になっているのかを出し、この事業全体として合計したものとしている。「ａの人件費総額」は、右記

の平成 16 年度平均の人件費を乗じてその合計額を算出 

⑫ <投入コスト>欄の「ｂの合計」は、該当する事務事業の平成 16 年度の 

決算額を示す。財源内訳のその他欄は、市の歳入となる使用料、手数料及 

び分担金等の額を示す。 

 

 

① <コスト指標>の「１件当りコスト」は、上記のコスト総額を事業 

実績人数などの数値で除した金額（円単位）。ただし、事業が複数 

含まれる場合は、空白とする。 

② ｢市民 1人当りコスト｣は、コスト総額を泉佐野市の平成 17年 3 月 

末現在人口（101,404 人）で除した金額（円単位） 

  

 

③ <活動指標>は、目的を達成するために行う直接の活動の量を示 

す数値。投入した資源（お金、人･労働時間など）を使って、ど 

のような活動をし、どのようなサービスを市民に提供したのかを 

表す指標で平成 16 年度の実績値 

④ <成果指標>は、実際に行った活動や提供したサービスの結果、 

市民がどのような影響（効果）をどれだけ受けたかを表す指標 

⑤ <効率性指標>は、当該事務事業の活動量に対してどのくらい 

のコストが発生しているかを把握するための指標 

※指標名には、単位を括弧書きで付記 

（表） 

Ⅰ 基本的事項欄 

Ⅱ 事業コスト欄 

正規職員人件費平均額 7,585,421 円

嘱託員人件費平均額 3,426,397 円

臨時職員人件費平均額 1,007,842 円

 

Ⅲ 各指標欄 

 

別  紙 



 
 
 
                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

① <有効性>は、活動指標・成果指標から事業の有効性を評価  

② <効率性>は、効率性指標から事業の効率性を評価 

③ <妥当性>は、その事業の対象範囲、サービス量、受益者負担 

の額の適正度を勘案し、事業の妥当性を評価。さらに⑦で事務 

事業での市民サービスに対する受益者負担について評価（サービスに見合う適正負担、負担を増加すべき、 

全額受益者が負担すべき、負担は必要ない） 

※負担が必要ないとした場合は下欄にその理由を表記 

④ <緊急性>は、事業内容の実施についての緊急性を評価 

⑤ <公関与>は、当該事業が、法などで行政しか行うことができない、民間事業者でも行えるかどうか。  

  委託できない事業、一部委託、全部委託が可能な事業かを判断し、総合的に公的関与度を評価 

⑥ <他類似>は、他に類似の事業がある場合で、統合・調整の可能性について評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① <１次評価>は、上記Ⅳの事務事業の評価の結果を踏まえ、 

担当部課における今後の事業の方向性の評価を示す。 

 

 

 

 

② <事業の将来性及び展開>は、評価結果についての将来性 

・展開に係る各部課の所見を記載 

③ <事業の課題>は、評価結果についての事業の課題に係る 

各部課の所見を記載 

④ <事務改善の具体策>は、事務改善、事業の統廃合、外部委託、受益者負担、制度改革、その他の観点から 

各部課の考え方を具体的に記載 

⑤ <２次評価>は、まちづくり推進課・行財政管理課による事業の方向性についての評価と所見を示す。 

⑥ <３次評価>は、理事者による事業の方向性についての評価と所見を示す。 

 

 

                         

 

（裏） 

Ⅳ 評価欄 

評価の段階 有効性 効率性 妥当性 緊急性 公関与 他類似 

Ａ 効果大 効率性高 妥当性大 緊急性高い 必要性大 可能性なし 

Ｂ 効果やや大 効率性やや低 妥当性やや大 やや緊急 必要性やや大 可能性小 

Ｃ 効果やや小 効率性やや高 妥当性やや低 緊急性低い 必要性やや小 可能性やや大

Ｄ 効果小 効率性低 妥当性小 緊急性なし 必要性小 可能性大 

― 該当なし 該当なし         

緊急性の段階の「緊急性高い」と

は、人の生命･生活の安全などに直

接的に支障を生じるもの。「やや緊

急」とは、法令等でその実施が義務

付けられているもの 

 

 

Ⅴ 総合評価 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

方向性 拡大 現状維持 縮小 休止 
段階的に

廃止 

即廃止（完

了） 

 


